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１．研究計画の概要 
二つの製造業大企業の製造ラインの従業員
とその管理監督者に対して、訓練、生産性、
人的資源管理などに関する継続調査を行い
そのデータをもとに、従業員レベルでのOJT
、OffJT、自己啓発の量と生産性の関係を明
らかにする。 

また、インターネットにより高卒者・卒業
予定者へ意識調査を行い、高校時代の生活や
進路指導、成績などが卒業後の進路や労働条
件にどのような影響を与えているかを明らか
にする。 
 
２．研究の進捗状況 
自動車組立ラインの組立工、職長に関する

同一個人を追跡するアンケート調査は、A 社
において３回、B 社において２回行った。こ
のデータは、従業員の訓練および生産性に関
する定量的な追跡調査としては、例をみない
ものである。 
自動車組み立てラインの組立工、職長に対

するアンケート調査とそれを利用した計量
分析により、同一工場内の組立工の間でも訓
練の投資量や頻度に大きな異質性があるこ
と、入職後 10 年以上経過した従業員にも訓
練が継続すること、個人の生産性には過去の
訓練が有意な効果を持つものの、組全体の生
産性への効果は明確ではない、などの知見を
得たが、調査は現在も継続中である。 

また、日本および中国において高卒労働者
に関するアンケート調査については、まだ分
析を開始したばかりであるが、日本のデータ
の分析では、既に多くの既存研究が示すとお
り、高卒直後の就職がその後のキャリア形成
に長期にわたり影響を持つことがわかるが、

その効果はおよそ 10 年程度でほぼなくなる
ことがわかる。また高校 3年時のデータから、
卒業後の正社員就職には、学業成績などいわ
ゆるアカデミックスキルだけでなく、クラブ
活動、友人との交流などの課外活動での成果、
さらには遅刻欠席、不登校の経験など社会的
なスキルの代理変数の効果も非常に大きい
ことがわかった。この研究も中国のデータの
分析、日本と中国の比較研究など、更に研究
を続けてゆく。論文は、Trans-Pacific Labor 
Seminar という国際会議で報告した。 
 
３．現在までの達成度 
①当初の計画以上に進展している。 
（理由） 
 当初の予定では、自動車組立ラインについ
ては、１社のみについて分析を行うことにな
っていたが、A、Bの２社についての継続調査
を実施することができた。２社に関する比較
分析により、日本の自動車産業における共通
の特徴が明らかにできる。 
 高卒労働者の教育、訓練、キャリアに関す
るアンケート調査を日中両国で実施するこ
とができた。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 自動車組立ラインの継続調査については、
最終年においても継続する。すでに、蓄積さ
れたデータをもとに、組立ラインにおける訓
練の実態、生産性の上昇などに関する研究論
文をまとめる。また、高卒労働者に関するア
ンケート調査をもとに研究論文を完成させ
る。 
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